
⇒ 現金の収支に着目した会計処理原則

１．統一的な基準による財務書類とは
　地方公共団体は、市民の皆様からの市税収入を主な財源とし、福祉、教育、道路・公園の整
備など、様々な行政サービスの提供や行政活動を行っていますが、これらの活動に関する予算
の適正かつ確実な執行を図るため、地方公共団体の会計は、現金の収支に着目した現金主義を
採用しています。
　本市ではこれまでも総務省決算統計等をもとに「総務省方式改訂モデル」による財務書類を
作成・公表してきましたが、平成27年１月の国からの要請を踏まえ、財政状況の見える化を進
めるとともに、財政の効率化・適正化を図るため、現行の官庁会計（現金主義会計・単式簿
記）に加え、平成28年度決算から「発生主義会計・複式簿記」といった企業会計的手法を活用
した統一的な基準による財務書類を作成することとしました。

現金主義会計と発生主義会計

現金主義会計

○

×

現金の収支という客観的な情報に基づくため、公金の適正な出納管理に資する

現金支出を伴わないコスト（減価償却費、退職手当引当金等）の把握ができない

50%超出資している法人や市
の関係団体など、役員の派
遣、財政援助の実態から市が
業務運営に主導的な立場を
持っていると認められる法人
など

「現金主義会計」に加えて「発生主義会計」を活用することで、
減価償却費、退職手当引当金等のコスト情報が『見える化』される

２．財務書類における会計の範囲

発生主義会計 ⇒ 経済事象の発生に着目した会計処理原則

○

×

現金支出を伴わないコスト（減価償却費、退職手当引当金等）の把握ができる

投資損失引当金といった主観的な見積もりによる会計処理が含まれる

　本市では、以下の３種類の財務書類を作成しています。

②に一部事務組合や一定の条件を満たした出資団体などを加えたもの

③連結

一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計（母子父子寡婦福祉資金貸付金会
計・土地区画整理組合貸付金会計・墓地公園整備事業会計・用地先行取得会計・
公債会計）からなるもの

⇒
①　一般会計等

②　全会計
⇒ ①に他の特別会計と公営企業会計を加えたもの

③　連結
⇒

②全会計

その他特別会計（６会計）

公営企業会計

①一般会計等

母子父子寡婦福祉資金貸付金会計・
土地区画整理組合貸付金会計・墓地
公園整備事業会計・用地先行取得会
計・公債会計

一般会計

特別会計の一部

一部事務組合(３団体)

広域連合(１団体)

公立大学法人(１団体)

地方公社(２団体)

第三セクター等(24団体)



【各表の相互関係】
①
実際の現金の収支結果である
「本年度末現金預金残高」は、
貸借対照表の「現金預金」と対
応します。

②
純資産の変動後である「本年度
末純資産残高」は、貸借対照表
の「純資産合計」と対応しま
す。

③
行政コスト計算書で計算された
「純行政コスト」は純資産変動
計算書の「純行政コスト」と対
応します。

３．財務書類の種類と関係性

63

7,603

1,219

339

241

本市が作成した財務書類は、以下の４種類の表で構成されています。

（１）貸借対照表
　年度末時点における本市の財政状態（資産・負債・純資産残高や内訳）を明らかにする
ことを目的として作成します。本市がどのような資産を持ち、その資産をどのような財源
を用いて取得したのかを示した書類です。

（２）行政コスト計算書
　一会計期間中の本市の費用・収益の状況を明らかにすることを目的として作成します。
行政サービスを行うために必要な費用と、その対価としていただいた使用料などの収益の
状況を示した書類です。

（３）純資産変動計算書
　一会計期間中の本市の純資産の変動状況を明らかにすることを目的として作成します。
例えば「期末」純資産残高が「期首」純資産残高よりも多い場合は、市の実質的な財産が
増えたことを示しています。

（４）資金収支計算書
　一会計期間中の資金利用状況や資金獲得状況など本市の資金収支の状況を明らかにする
ことを目的として作成します。現金収支を業務活動、投資活動、財務活動の３区分により
表示しています。

★それぞれの財務諸表は以下のような相互関係となっています。（一般会計等で例示）

609

30

資産合計 38,191

科目（借方） 金額

【資産の部】

基金

その他

１年内償還予定
地方債

その他

36,972

29,306

373

18,637

1,379

流動負債 1,752

投資その他資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

流動資産

現金預金

短期貸付金

純資産合計

金額

（単位：億円）

17,802

15,689

固定負債

【負債の部】

地方債

退職手当引当金

その他

1,851

262

（１）貸借対照表（令和 7年 3月31日現在）

科目（貸方）

科目 金額

経常収益

純経常行政コスト

臨時利益

（２）行政コスト計算書

経常費用

6,621

927

12,360

3

13,287

6,666業務費用

31臨時損失

移転費用

（単位：億円）

12,388

負債合計 19,554

純行政コスト

財源

本年度差額

投資活動収支

財務活動収支

△ 404

負債及び純資産合計 38,191

132

本年度末現金預金残高 339

（３）純資産変動計算書

（単位：億円）

科目 金額

前年度末純資産残高 19,262

純行政コスト

78

356

本年度資金収支額 30

前年度末資金残高

本年度末資金残高

177

207

（４）資金収支計算書

（単位：億円）

科目 金額

業務活動収支

本年度末歳計外現金残高

18,637

資産評価差額

無償所管替等

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

△ 12,388

11,546

△ 842

0

217

△ 625



◆貸借対照表は、基準日時点における資産・負債・純資産の状況を示したものです。
◆表の左側（借方）の合計と右側（貸方）の合計が等しくなるので、「バランスシート」（ＢＳ）ともいいます。

（単位：百万円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 3,697,172     固定負債 1,780,226     

有形固定資産 2,930,512     地方債等 1,568,932     

事業用資産 1,164,013     長期未払金 24,150         

インフラ資産 1,747,056     退職手当引当金 185,092        

物品 19,443         損失補償等引当金 -                

無形固定資産 6,324           その他 2,052           

投資その他の資産 760,336        流動負債 175,178        

投資及び出資金 683,508        137,892        

投資損失引当金 △333,795    未払金 2,438           

長期延滞債権 5,243           賞与等引当金 20,617         

長期貸付金 77,003         預り金 13,227         

基金 314,941        その他 1,004           

その他 14,196         

徴収不能引当金 △760          1,955,404     

流動資産 121,893        

現金預金 33,892         

未収金 2,406           

短期貸付金 24,065         【純資産の部】

基金 60,929         固定資産等形成分 3,782,166     

棚卸資産 -                余剰分（不足分） △1,918,505  

その他 666             

徴収不能引当金 △65            1,863,661     

3,819,065     3,819,065     

※表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

　※市民一人当たりの額は、令和６年度末時点の人口（2,299,876人）により算出

 貸借対照表は、基準日時点における資産・負債・純資産の状況を示したものです。

 これを市民生活に例えると、【資産の部】では有形固定資産は「マイホーム」、投資その他の資産は「定期預金」、流動資産は「普通預金や現金」となり、【負債の部】では

 負債は「住宅ローン」となります。マイホームなど【資産】から住宅ローンなどの【負債】を除いた部分が負債などの返済義務のない【純資産】となります。

 つまり、一般会計等の財務書類を市民一人当たりに置き換えると、マイホームや普通預金などの資産が166万円ある一方、その資産を手に入れるために住宅ローンなど

 の負債を85万円抱えている状況を示しています。

資産合計 負債及び純資産合計

４．一般会計等貸借対照表（令和 7年 3月31日現在）

1年内償還予定地方債等

負債合計

純資産合計

科目（借方） 科目（貸方）庁舎、市営住宅、学校、図書館、

土地など

道路、橋りょう、河川、港湾、公園

など

公営企業・関連団体への出資金、

有価証券など

現金及び1年以内に換金可能な資

産

市税等の収入未済額のうち、1年

を超えていないもの

市税等の収入未済額のうち、回収

不能見込額

市税等の収入未済額のうち1年を

超えて回収されていないもの

財政調整基金（全額）及び公債償

還基金のうち翌年度取崩予定額を

計上し、その他の基金は固定資産

に計上

返済期日が1年を超える債務な

ど

契約などにより既に後年度の支

払いが確定したと見なされる債

務の翌々年度以降の支払額な

ど

将来発生する退職手当見込額

将来発生する可能性のある第

３セクター等に対する損失補償

等の負担見込額

契約などにより既に後年度の支

払いが確定したと見なされる債

務の翌年度の支払額など

翌年度に支払うことが予定されている

賞与のうち、当該年度負担額

歳計外現金残高など

減価償却累計額の控除後の固

定資産等の残高

短期貸付金と基金を除く流動資

産から負債を控除したもの



（単位：百万円）

金額

経常費用 1,328,716         

業務費用 666,654           

人件費 291,473           

職員給与費 227,745           

賞与等引当金繰入額 20,618             

退職手当引当金繰入額 18,089             

その他 25,021             

物件費等 347,081           

物件費 214,381           

維持補修費 73,923             

減価償却費 58,777             

その他 -                    

その他の業務費用 28,100             

支払利息 21,289             

徴収不能引当金繰入額 527                

その他 6,284              

移転費用 662,062           

補助金等 170,921           

社会保障給付 394,228           

他会計への繰出金 93,517             

その他 3,396              

経常収益 92,761             

使用料及び手数料 39,227             

その他 53,534             

純経常行政コスト 1,235,955         

臨時損失 3,111              

災害復旧事業費 -                    

資産除売却損 2,722              

投資損失引当金繰入額 389                

損失補償等引当金繰入額 -                    

その他 -                    

臨時利益 251                

資産売却益 251                

その他 -                    

純行政コスト 1,238,815         

※表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

行政コスト計算書は、一会計期間中の経常的な行政サービスに要した費用等を示したものです。

これを市民生活に例えると、経常費用のうち業務費用は「食費や日用品」、移転費用は「生計を別にしている家族への仕

送り」、これらから経常収益を引き、臨時的な損益を加えた純行政コストが「生活費用」になります。

つまり一般会計等の財務書類を市民一人に当たりに置き換えると、１年間に食費や日用品に29万円、生計を別にしてい

る家族への仕送りに29万円かかっており、これらから経常的な収入を引き、臨時的な収入支出を加えた生活費用が54万

円かかっている状況を示しています。

　※市民一人当たりの額は、令和６年度末時点の人口（2,299,876人）により算出

科目

５．一般会計等行政コスト計算書
（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月31日）

 ◆行政コスト計算書は、一会計期間中の経常的な行政サービスに要した費用等を示したものです。

翌年度6月に支給する期末勤勉手当見

込額（12月から翌年3月までの4か月分

を計上）

当該年度に繰り入れた退職手当引当見

込額

消耗品費、光熱水費、印刷製本費、業

務委託費、使用料及び賃借料、備品購

入などの経費

公共施設等の維持修繕経費

固定資産について、使用期間中、毎年

度経済的価値の減少があるとみなし、

費用計上するもの（期首取得価額等に

耐用年数に応じた償却率を乗じて算出）

市民や特別会計など他者・他会計に移

転する経費

事業実施に係る補助金、助成金、負担

金

医療、子育て、障害、生活保護などの扶

助費

災害復旧費、資産除売却損などの臨時

に発生した経費と、財務書類作成上の

第三セクター等に対する負担見込額の

増加額（投資損失負担見込額）

資産の売却による収入が帳簿価額を上

回る場合の差額



(単位：百万円）

 固定資産
等形成分

 余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 1,926,169     3,808,315     △1,882,146  

純行政コスト（△） △1,238,815  △1,238,815  

財源 1,154,648     1,154,648     

税収等 792,834       792,834       

国県等補助金 361,814       361,814       

本年度差額 △84,167      △84,167      

固定資産等の変動（内部変動） △49,842      49,842         

有形固定資産等の増加 31,912         △31,912      

有形固定資産等の減少 △77,883      77,883         

貸付金・基金等の増加 95,313         △95,313      

貸付金・基金等の減少 △99,184      99,184         

資産評価差額 △8             △8             

無償所管換等 23,702         23,702         

その他 △2,035       -                △2,035       

本年度純資産変動額 △62,508      △26,148      △36,360      

本年度末純資産残高 1,863,661     3,782,167     △1,918,506  

※表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

純資産変動計算書は、一会計期間中の純資産の変動内容を示したものです。

これを市民生活に例えると、純行政コストは行政コスト計算書にて示した「生活費用」、財源は「給料や年金」となります。

つまり一般会計等の財務書類を市民一人当たりに置き換えると、１年間に給料など収入が50万円ある一方で、生活費用

　※市民一人当たりの額は、令和６年度末時点の人口（2,299,876人）により算出

が54万円かかっている状況を示しています。

６．一般会計等純資産変動計算書
（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月31日）

◆純資産変動計算書は、一会計期間中の純資産の変動内容を示したものです。

科目 合計

行政コスト計算書の収支尻で

ある「純行政コスト」と連動

市税、県税交付金、地方交付

税及び地方譲与税など

国・県支出金

有価証券等の評価差額

無償で譲渡または取得した固

定資産評価額、その他年度途

中に判明した固定資産評価額

など

貸借対照表の「純資産」と連動



（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出 1,268,136            

業務費用支出 606,074              

移転費用支出 662,062              

業務収入 1,227,719            

税収等収入 792,534              

国県等補助金収入 342,774              

使用料及び手数料収入 39,318                

その他の収入 53,093                

臨時支出 -                       

臨時収入 -                       

業務活動収支 △40,417            

【投資活動収支】

投資活動支出 160,748              

公共施設等整備費支出 31,743                

基金積立金支出 62,682                

投資及び出資金支出 6,129                 

貸付金支出 60,194                

その他の支出 -                       

投資活動収入 168,570              

国県等補助金収入 19,040                

基金取崩収入 70,957                

貸付金元金回収収入 60,821                

資産売却収入 16,635                

その他の収入 1,117                 

投資活動収支 7,822                

【財務活動収支】

財務活動支出 161,337              

地方債等償還支出 157,781              

その他の支出 3,556                 

財務活動収入 196,892              

地方債等発行収入 196,892              

その他の収入 -                       

財務活動収支 35,555               

2,960                

17,705               

20,665               

前年度末歳計外現金残高 12,778               

本年度歳計外現金増減額 449                   

本年度末歳計外現金残高 13,227               

本年度末現金預金残高 33,892               

つまり一般会計等の財務書類を市民一人当たりに置き換えると、１年間にお財布の中身が「給料や年金」によって53万円、

銀行返済」によって7万円、合わせて69万円中身が減ったことを示しています。　

「定期預金解約」によって7万円、「ローンの銀行借入」によって9万円、合わせて69万円増えた一方、「食費や日用品」や
 「生計を別にしている家族への仕送り」によって55万円、「住宅リフォーム」や「定期預金預入」によって7万円、「ローンの

　※市民一人当たりの額は、令和６年度末時点の人口（2,299,876人）により算出

業務収入は「給料や年金」となります。【投資活動収支】では投資活動支出は「住宅リフォーム」や「定期預金預入」、投資
活動収入は「定期預金解約」となります。【財務活動収支】では財務活動支出は「ローンの銀行返済」、財務活動収入は
「ローンの銀行借入」となります。

７．一般会計等資金収支計算書
（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月31日現在）

 ◆資金収支計算書は、一会計期間中の現金の流れを「業務」「投資」「財務」に分類して示したものです。

資金収支計算書は、一会計期間中の現金の流れを「業務」「投資」「財務」に分類して示したものです。
これを市民生活に例えると、【業務活動収支】では業務支出は「食費や日用品」や「生計を別にしている家族への仕送り」、

※表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある　　

科目 金額

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

投資活動、財務活動以外の活動に係る収支

人件費、物件費等、市債の支払利息など

事業実施に係る補助金・助成金・負担金、医

療・子育て・障害・生活保護などの扶助費、

他会計への繰出金

投資活動収入以外の国・県支出金

建物等の建設や用地取得、その他資産形成

につながる支出、基金への積立て・取崩しな

どに伴う資金の収支

公共施設等の整備に係る国・県支出金

市債発行額や元金償還金等に係る資金の

収支

貸借対照表の流動資産のうち、「現金預金」

と連動


